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序文

　国際協力事業団はネパール王国政府からの技術協力の要請を受け、平成3年11月から同国に

おいてネパール淡水魚養殖計画を、また平成8年11月から同フォローアップ協力を計7年間に渡

って実施してきました。

　当事業団は本計画の協力実績の把握や協力効果の測定を行うとともに、今後両国が取るべき

措置を両国政府に勧告することを目的として、平成10年7月13日から7月25日まで奥野　勝　

当事業団林業水産開発協力部水産業技術協力課長を団長とするプロジェクト運営指導調査団を

現地に派遣しました。調査団はネパール王国政府関係者と共同で本計画の評価を行うとともに、

プロジェクト・サイトでの現地調査を実施し、成果の確認を行いました。そして帰国後の国内

作業を経て、調査結果を本報告書に取りまとめました。

　この報告書が今後の協力のさらなる発展のための指針となるとともに、本計画により達成さ

れた成果が同国の発展に資することを期待します。

　終わりにプロジェクトの実施にご協力とご支援をくださった両国の関係者の皆様に、心から

感謝の意を表します。

　平成11年9月

国 際 協 力 事 業 団

　 理 事 　 後 藤 　 洋
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1　プロジェクト運営指導調査団の派遣

（1）調査団派遣の経緯と目的

1996年11月から開始された2年間のフォローアップ協力期間が1998年10

月に終了するにあたり、当初計画及び年次計画に照らし、終了時評価後のプ

ロジェクトの活動実績、運営管理状況、カウンターパートへの技術移転状況

などについて現地調査を行い、その目標達成度、案件の効果、自立発展の見

通しなどについて、両国関係者と合同評価を行うことを目的とする。

さらに、協力期間終了後の対応についてもネパール側と協議し、その結果

を両国関係者に報告、提言することを目的として派遣されたものである。

（2）調査団の構成

氏名 担当分野 現職

奥野　勝 総括
国際協力事業団　林業水産開発協力部　
　水産業技術協力課　課長

田中　博之 計画管理
国際協力事業団　林業水産開発協力部　
　水産業技術協力課　職員

（3）調査日程
平成10年7月13日から7月25日まで（13日間）

日
順

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12 24（金）
13:40カトマンズ(TG312)→　
　　　　　　　18:10バンコク

大使館報告・JICA事務所報告、移動

13 25（土）
10:50バンコク(TG640)→
　　　　　　　　　19:00東京

移動

月日
（曜日）

7/13（月）

14（火）

15（水）

16（木）

17（金）

18（土）

19（日）

20（月）

21（火）

22（水）

23（木）

行程

11:00東京(TG641)→
　　　　　　　15:30バンコク

10:30バンコク(TG311)→
　　　　　　12:35カトマンズ

カトマンズ→ポカラ

ポカラ→カトマンズ

調査内容

移動

移動、専門家との打合せ

JICA事務所打合せ、大使館、農業省、
NARC表敬

移動、フェワ湖視察、ベグナスセン
ター訪問、専門家との打合せ

ネパール側との協議（プロジェクト）

ネパール側との協議（プロジェクト）

ネパール側との協議（プロジェクト）

フェワ湖民間網生簀養殖場見学

移動、NARCゴダワリ水産研究所視
察

農業開発局訪問

合同評価会議、ミニッツ署名
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（4）主要面談者

ア　ネパール側

農業省

・Mr. Surya N. Upadhyaya（次官）

・Mr. J. C. Gautam（技術次官）

・Dr. M. N. Shrestha（技術次官）

・Mr. J. Thapaliya（次官補）

農業開発局

・Mrs. R. B. Pradhan（局長）

・Dr. D. B. Swar（水産開発部長）

・Mr. K. K. Upadhyaya（水産開発部員）

農業研究評議会（Nepal Agriculture Research Council : NARC）

・Mr. D. Joshy（事務局長）

・Dr. U. Mishra（畜水産局長）

・Dr. C. Pathik（計画局長）

・Mr. B. M. S.Pradhan（広報局長）

・Mr. B. B. Maharjan（評価局長）

・Dr. Bhola R. Pradhan（水産部長）

・Mr. A. K. Rai（水産研究課長）

・Mr. P. L. Joshi（ゴダワリセンター長）

（プロジェクトＣ／Ｐ）

・Mr. J. D. Bista（ベグナスセンター長）

・Mr. S. K. Wagle（ベグナスセンター職員）

・Mr. A. K. Baidya（ベグナスセンター職員）

・Mr. S. P. Saha（フェワセンター職員）

イ　日本側

在ネパール日本国大使館

・中谷　俊満（二等書記官）

JICAネパール事務所

・長谷川　謙（所長）

・渡辺　正夫（所長）

・加藤　高史（次長）

・藤井　智（所員）

・Mr. Narendra Gurung（所員）
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淡水魚養殖計画

・山田　収（リーダー／種苗生産）

・高野　昌和（調整員／淡水魚養殖）

（5）評価の方法

本調査団は現地調査を行い、その結果をもとにネパール農業省及びネパー

ル農業研究評議会( NARC)関係者と合同委員会を開き評価を行った。

また、その内容及び今後のネパール側の対応についてネパール側と協議し、

その結果をミニッツとして取りまとめ、署名交換した。

2　協力実施の経緯

（1）プロジェクトの成立の経緯

ネパール政府は、国民の栄養摂取の改善を図るため、第7次5カ年計画（1985～

1989年）以降、内水面での水産業の振興を農業水産分野における重点政策とし、第8

次5カ年計画（1990～1994年）では新たにポカラ等中部高原地域における魚類養殖

などによる水産振興も重点的に推進することとした。

我が国は、 1 9 7 1年より青年海外協力隊員を派遣するなどして、成果

をあげてきたが、ネパール政府は第 8次 5カ年計画を推進するにあたり、

1 9 8 8年 1 1月、既存のポカラ、ゴダワリの水産開発センター施設及び機

材の整備、拡充を図るために無償資金協力の要請を行い、あわせて、ポ

カラ水産開発センターを拠点とした中部高原地域での有用淡水魚類の増

養殖技術研究開発、及び水産資源調査研究を目的とした技術協力も要請

してきた。

この要請を受けて、 1 9 9 1年 1 1月から 5年間のプロジェクト方式技術

協力「ネパール淡水魚養殖計画」が開始された。

（2）協力の概要

ア　プロジェクト目標

ベグナス種苗生産センター（ポカラ水産開発センターの下部機関として無償資

金協力資金協力によって設立）が活動的な水産研究機関として自立し、ポカラ地

域内の種苗需要に対する自給生産能力を確立するため、有用コイ科魚類の種苗生

産に関する技術をネパール側カウンターパートに移転することにより、センター

の研究・運営能力を強化することを目標とする。

イ　活動

（ア）種苗生産分野

・コイ科魚類の種苗生産技術の改善
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・在来種（サハール）の種苗生産技術開発

（イ）淡水養殖分野

・中間育成技術の確立

・種苗配布システムの改善

（ウ）餌料開発分野

・生物餌料の効果的利用法の確立

・配合飼料と生物餌料の組み合わせ方法の確立

（エ）湖沼・河川調査分野

・ポカラ三湖の水質特性調査

・ポカラ三湖のプランクトンの諸特性調査

・魚類調査

（3）終了時評価の結果概要

本プロジェクトはベグナス種苗生産センターの施設完成に先立って、

1 9 9 1年 1 1月に協力期間を 5年間として開始された。当初の 2年間は飼

料原料調査、湖沼調査のほか実験室内のレイアウトなど施設建設に対す

るアドバイス、センターの管理運営に関するアドバイス、養殖の現状や

自然・経済・社会環境に関する情報収集などが行われた。

センターの施設を使った種苗生産はプロジェクト 3年目から始まった。

対象種はコイ、中国ゴイ、インドゴイおよび在来種のサハールである。

このうちサハールを除く魚種については南部のタライ地方で粗放的な種

苗生産技術が確立しているので、改めて技術開発を行う必要はないと考

えられていたが、実際にセンターの施設で種苗生産を行うと、自然条件

の違いによりタライ地方の技術は中部高原地域には適用できないことが

明らかになった。そのため、親魚育成から大型種苗の育成まで一貫した

技術の指導と開発が行われた。 4年目には 1 6 0万尾の種苗生産目標を設

定し、これを達成した。

種苗生産部門と淡水養殖部門に対する技術移転では、基礎的な技術

はほとんど移転されたが、親魚育成、ふ化仔魚飼育、網生け簀による大

型種苗生産、種苗生産コストの計算などの面では技術移転が不十分であ

ると判断された。

飼料開発部門では、飼料原料の調査、堆肥製造、成分分析、生物餌

料発生、配合餌料製造などの技術移転が行われた。現在、大豆タンパク

によって、フィッシュミールを置き換えて飼料コストを引き下げる試験

が行われている。陸水・漁業資源調査部門では湖沼の陸水学的調査手法

が移転された。これら 2部門については施設完成以前から実質的な活動

を行うことが出来たこともあって、 5年間のプロジェクト期間内に十分
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目的を達するものと判断された。

以上から、種苗生産及び淡水養殖部門における技術移転が不十分な

部分について、 2名の長期専門家による 2年間のフォローアップが必要

であると判断された。

（4）F/Uの目標と活動計画

F/U協力を実施するにあたり、1996年8月26日、日ネ間でR/Dが締結され、以下

の目標・活動計画が設定され、これに従って2年間の協力が実施された。

ア　目標

ネパール中部高原地域の湖沼・河川を利用した水産開発のため、ネパール人技

術者の調査・研究能力の向上を図る。

イ　活動

（ア）種苗生産部門

・親魚管理の向上

・仔魚期の最適収容密度の解明

・仔魚期飼育での天然餌料最適利用

（イ）中間育成部門

・中間育成期、収穫期での稚魚選別

・網生簀での中間育成

・生産コストの推定

3　目標達成度

（1）種苗生産部門

結論として、親魚管理およびふ化仔魚の育成技術の向上により、種苗の安定生産

技術が確立したと判断される。技術的各論についての成果は次の通り。

ア　親魚管理技術が向上した。親魚養成池の透明度や溶存酸素量を良好に維持し、親

魚飼育では施肥以外に給餌を施すこと等によって、肥満、産卵、ふ化に関する技

術が向上した。捕獲時に魚を傷つけないよう注意することにより親魚の弊死が低

減された。

イ　仔魚期の最適収容密度が明らかにされた（5kg/㎥）。

ウ　仔魚飼育に池中培養プランクトンを使用し、天然餌料の利用技術が実践された。

エ　以上により、1gサイズの種苗生産量は1996年以降、200万尾を恒常的に上回る

ようになった（97年実績は240万尾。98年実績は6月までに150万尾を生産済みで

あり、10月までに240万尾を達成する見込み）。
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（2）中間育成部門

結論として、網生け簀による稚魚の中間飼育など養殖に係る技術が概ね確立した

と判断される。技術的各論についての成果は次の通り。

ア　稚魚の給餌方法が確立された。

イ　池中養殖および網生け簀養殖において稚魚の選別を定期的に実施したこと等によ

り、稚魚サイズの画一化、10g／尾サイズまでの成長期間の短縮化が達成された。

ウ　種苗生産や養殖に係る経費分析が短期専門家によって実施された。

エ　なお、仔魚から稚魚への生残率の改善は、べグナス湖からの取水問題が改善され

ることによって、実現可能と見込まれる。

注：フォローアップ期間中水源であるベグナス湖の水位が低くなり、飼育期間中十分

な換水が出来なく稚仔魚を飼育するには厳しい環境条件であった。

　　現在は、ダムからサイホンを利用して取水を行っているが、潅漑用水路に給水用

の堰を建設しここから給水することにすると、現在より1.6M低水位まで自然給水

が可能である。

　　なお、センターで使用した水は使用後潅漑用水路に戻すことから、潅漑用水の減

少はほとんど無く、本方式による水利用は効率的である。

4　フォローアップ事業の効果

（1）組織面での効果

ア　カウンターパートが中心となって職場で技術講習会を開催しており、専門家から

移転された知識・技術が下部職員へ広がっている。

イ　当プロジェクトがネパール国内の研究機関の連絡役を果たすようになってきてお

り、これら関係機関と共同で問題を解決するカウンターパートの能力が向上した。

ウ　べグナス・センターの研究施設が水産局、農業研究評議会（NARC）、大学等と

共同で活用される体制ができた．

（2）社会・経済的効果

ア　プロ技実施中の91年から97年の期間にポカラ地方の天然魚の漁獲量が2倍以上に

増加した（91年36．5トンー97年74トン）。また、ポカラ地方の養殖魚の生産量

も約4倍に増加した（91年110トンー96年432トン）。

イ　本件プロジェクトがポカラ地方にもたらした経済効果は、プロジェクトによる種

苗供給がなかった場合に比べ、フォローアップ期間中の累計で53百万ルピー（約1

億円相当）に達したと推定される。

ウ　農民が以前に比べて、種苗を容易に入手できるようになった。

エ　養魚を行っている地域の広がりは、97年は91年との対比で132％（91年92ha→

97年122ha）、種苗の供給量は同224％（91年42万尾→97年93万尾）、養魚農民

数は同128％（91年502人→97年645人）、漁業養殖生産量は同360％（91年147
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トン→97年530トン）と、いずれも増加した。

オ　養殖業者団体の地域における発言力が強くなった（91年2団体267会員→97年4

団体583会員）。

カ　ポカラ3湖への仔稚魚放流数が近年15万尾／年を上回るようになり、放流2～3年

後には資源量の増加が期待される。

キ　養魚生産量の増加により、住民の魚消費の機会が以前より多くなった。

（3）今後期待される効果

ア　移転された技術が研修、セミナー、広報・出版活動を通じて関連機関、地域住民

へ普及される。

イ　JICAの第3国専門家制度等を通じて、カウンターパートが移転された技術を近隣

諸国へ普及するとともに、技術交流が促進される。

5　フォローアップ事業の効率性

当事国双方の投入が年間計画に従って行われ、またその他の関連支援も適宜なされたた

め、事業は効率的に実施されたと判断される。

6　計画の妥当性

第9次5か年計画においても、魚類養殖などによる水産振興が引き続き推進することとし

ており、計画の妥当性は認められる。

7　自立発展性

（1）技術面

ア　カウンターパートは種苗の安定生産のための技術と知識を習得したと認められる

が、今後とも自然環境等の現地に適合した技術改良が要求される。

イ　技術面の自立発展性を確保するために次の点に配慮することが合意された。

・下部職員に対する技術移転が十分行われるまでカウンターパートはべグナス・

センターに留まるよう、人事異動を控える必要があること。

・水は魚にとって不可欠であるばかりでなく、種苗生産活動の維持のためにも不

可欠であるので、飼育水の確保に真剣に取り組む必要があること。

（2）運営管理面

ア　カウンターパートは自己の研究能力のみならず任務遂行能力も向上した。

イ　他方、センター全体として運営管理面での持続性を確保するためには、下部職員

の士気向上を図る対策が必要である。この点についてはフォローアップ期間中に

政府の高官を交えて議論してきたが、引き続き具体策を追求する必要がある（後

述の「勧告」の項を参照のこと）。
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（3）財政面

ア　プロジェクト期間中、先方プロ技実施機関（NARC水産研究部）は、その年間予

算の75％をKR2資金に依存してきた。

イ　他方、プロ技終了後は、現状と同水準のKR2資金を確保することは困難であり漸

減が予想される。この財政面での持続性確保のためには、「ネ」政府による財源

手当が必要であり、1997年11月の合同委員会でいくつかの提案がなされているの

で、引き続き具体策を追求する必要がある（後述の「勧告」の項を参照のこと）。

ウ　なお、本件プロジェクトへのKR2資金の配分が今後減少する場合においても、そ

れが漸減に留まるよう調査団から関係機関に要請しておいた。

8　結論

（1）べグナス・センターは施設、技術、運営面でネパールで最も充実した水産研究所に育

った。年間200万尾以上の種苗を安定生産できる技術が移転されたので、協力終了後

もポカラ地区や中部高原地方の水産発展に大いに貢献すると考えられる。

（2）なお、合同委員会の席上「ネ」側委員から異口同音に、本件プロ技は種苗生産に代表

される目に見える成果をなすに至り、大変満足している旨の所感が述べられた。また、

今回のプロ技によってもたらされたカウンターパート・レベルでの技術力向上を、今

後は地元住民へなお一層積極的かつ効率的に普及したく、そのための新規協力を日本

へ要請することを検討中との考えが示された。

9　勧告事項

べグナス・センターの自立発展性を確保するために以下の勧告が7月23日の合同委員会

で了承された。

（1）べグナス湖からの取水のため、潅漑用水路内に取水口を早急に設置すること。今後の

手順として、NARCは水資源省との協議をすみやかに終了し、農閑期に入り本件プロ

技が終了する直前の平成10年10月には工事に着手して約1カ月後には完成するよう、

先方に要望した。潅漑水路から引いた飼育水は、使用後に再度潅漑水路に戻されるの

で水の有効利用の観点からも取水口設置を推進する価値がある。

（2）べグナス・センターを今後もフル活用するために必要な財源を確保すること。センタ

ー運営に要する経費については、KR2資金の減額を補う形で「ネ」政府予算を増額し

なければならないが、それが十分手当されるともかぎらないので、センター自営によ

る食用魚の養殖・販売、観光客向け釣り堀設置等をプロジェクトチームから提案して

いるところである。これら具体案をベースにした詳細な対応策の詰めの協議のため、

長期専門家帰任前に合同委員会を開催することになった。また、電気代節約のため、

農業用電気料金がセンターにも適用されるべく当局と早急に交渉するよう要請した。

（3）センターの下部職員が技術習得するまでカウンターパートの人事異動を控えること。

（4）センターの現有機材等は引き続き同センター内に配備されること。
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（5）センター職員の士気高揚のため、センターの自己収入金が自分達のために使用可能と

なる予算運用上の仕組みを検討すること。併せて、センターの種苗等の販売事業に余

剰金を生じた場合に、職員に支給されるボーナス・システムの導入を検討すること。

（6）機器の保守のため、電気技師を配置する予算を確保すること。また、現在空席になつ

ている人員および夜警員を早急に配置すること。

（7）放流した魚の湖沼生態系への影響を注意深くモニターするため、放流魚の種類、数量

および再補数量等のデータを今後とも収集・分析すること。

（8）湖沼の魚類資源培養とその有効利用のため漁獲規制を実施すること。
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3　フォローアップの投入実績
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4　成果品リスト
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